






第 1章 調査団派遣について 

 
１－１ 調査目的 

ホンジュラス共和国（以下ホンジュラス）は 2003年 4月より実施されている算数指導力向上プロジ

ェクト（Proyecto de Mejoramiento de Enseñanza Técnica en el Area de Matemática：PROMETAM）
で開発された教師用指導書および児童用作業帳が国定教材として 2005年より全国配布されることにな
っている。PROMETAMは 2006年 3月に終了予定であるが、ホンジュラスにおいては、今後人材育成に
重点を置いた支援を必要としている。また、PROMETAMの成果および蓄積された経験を知った他の中
米諸国からも同様の協力をしてほしいとの要望がなされている。このような状況を受けて、ホンジュラ

スから PROMETAMフェーズⅡとして PROMETAMフェーズⅠで開発した教材を活用し、ホンジュラス
国内の教員研修および広域協力についてプロジェクトの実施が要請されている。 
今回事前評価調査団はホンジュラス教育省、国立教育大学と PROMETAMフェーズⅡのグランドデ

ザインについて協議を行い、協議内容について署名を行うことを目的として、派遣するものである。 
本調査では、今後の討議議事録（R/D）署名に向けて中米地域における広域協力のグランドデザイ

ンを検討した上で、ホンジュラス内におけるバイ協力の基本計画・実施体制ならびに投入計画について、

大使館・JICA事務所および先方関係機関と協議の上、コンセンサスを形成することを目指す。具体的な
調査内容は以下のとおり。 
 
（１）広域コンポーネント 

１）先方協力ニーズとの整合性 
・ 広域協力の目標ならびに域内連携ネットワークの形成に係る先方の意向の確認 
・ 上記を踏まえた協力分野、レベル、規模等に係る先方の意向の確認 
・ 本広域協力の事務局に求められる役割・機能（レベルならびに範囲）、設置場所に係る先方の意

向の確認 
２）協力基本計画 
・ 人材育成（ホンジュラス／日本）および教材作成等のレベル、規模等の確認 
・ プロジェクト協力期間の検討 

・ 本広域協力を中米教育文化調整局（Coordinación Educativa y Cultural Centroamericana：
CECC）の枠組みに整合させるにあたっての現状と課題（教材、現職教員研修等） 

３）実施体制 
・ ホンジュラス PROMETAMから各国プロジェクトのサポート体制の確認 
・ ホンジュラス人カウンターパートの配置、TOR、技術レベルの確認 
４）投入計画 
・ 日本側および先方側の投入内容・規模・時期の確認 
・ 専門家の TORの確認 
・ 研修の内容および実施方法（ホンジュラス／日本） 
５）プロジェクト実施までのスケジュール 
・ 第 2次事前評価調査および派遣時期、実施体制の確認 
６）その他プロジェクト実施に必要な情報 
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・ 我が国の協力及び他ドナーとの連携の確認（教材開発と配布、新規教員養成、現職教員研修等） 
 
（２）ホンジュラス国内コンポーネント 

１）先方協力ニーズとの整合性 
・ 策定中の「国家教員養成システム」の概要ならびに同システムの中で本プロジェクトに求めら

れている役割（新規教員養成ならびに現職教員養成） 
・ 主要対象として想定されている新規教員養成が占める、既存の開発計画における位置付け（PRSP
（2001-2015）、EFA-FTI（2003-2015）教育セクタープログラム（2005-2015：策定中）など） 

・ 国立教育大学基礎教員養成課程における新規教員養成の現状と課題 
・ 現行 PROMETAM 成果品（教師・児童用教材）の新規教員養成に対する活用可能性（算数教育
講座指導マニュアル化の妥当性） 

・ 現職教員研修に対しバイ協力で協力が必要なレベル・規模等 
２）協力基本計画 
・ プロジェクト協力対象の確認 
・ プロジェクト協力期間の検討 
３）実施体制 
・ プロジェクト実施における教育省、国立教育大学、INICEの役割 
・ 技プロと協力隊の連携のあり方 
４）投入計画 
・ 日本側および先方側の投入内容・規模・時期の確認 
・ 専門家の TORの確認 
・ ホンジュラス人カウンターパートの配置、TOR、技術レベルの確認 
・ 研修の内容および実施方法（ホンジュラス／日本） 
５）プロジェクト実施までのスケジュール 
・ 第 2次事前評価調査および派遣時期、実施体制の確認 
６）その他プロジェクト実施に必要な情報 
・ 我が国の協力および他ドナーとの連携の確認（教材開発と配布、新規教員養成、現職教員研修等） 
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１－２ 調査団構成 

担当分野 氏名 所属 
団長 小川正純 JICA人間開発部第 1グループ基礎教育第 2チーム長 

教育計画 小泉高子 JICA人間開発部第 1グループ基礎教育第 2チーム職員 

協力企画 松村元博 JICA人間開発部第 1グループ基礎教育第 2チーム職員 

企画調整 白石恵子 JICA人間開発部第 1グループ基礎教育第 2チームジュニア専門員 

 
１－３ 調査日程 

2005年 6月 13日から 2005年 6月 18日まで（6日間） 
 
日時 活動 備考 
6月 13日 月  成田発→ニューヨーク着 JL006 
6月 14日 火  ニューヨーク発→テグシガルパ着 AA953 
    15：00 JICA事務所、専門家との協議  
    16：00 日本大使館表敬  
  17：00 JICA事務所、専門家との協議  
6月 15日 水 09：00 JICA事務所、専門家との協議  
    14：00 INICE関係者との協議  
6月 16日 木 09：00 JICA事務所、専門家との協議  
    15：00 教育省、国立教育大学との協議  
6月 17日 金 08：00 教育省、国立教育大学との協議（M/M署名）  
    10：30 モデルプロジェクト関係者との協議  
  15：30 事務所報告  
6月 18日 土  テグシガルパ→サンサルバドル TA391 
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第２章 調査結果要約 

 
２－１ 調査総括（団長所感） 

今回調査において、ホンジュラス教育省、国立教育大学と PROMETAMフェーズⅡのグランドデザ
インについて協議を行った結果、概要および所感は以下のとおり。 

 
（１）全体計画について 

ホンジュラス国内についての協力要請内容としては、国立教育大学における新規教員養成につい

ての協力が中心となっている。同時に現職教員研修への協力についてもホンジュラス側から要望が

あった。しかしながら、現職教員研修については、ホンジュラス教育省は具体的な計画を有してい

ないこと、国立教育実践研究所（Instituto Nacional de Investigación y Capacitación Educativa：
INICE）が組織として弱体であること等の問題があり、協力の可能性については更なる検討が必要
である。なお、協力隊との連携についても重要視しており、協力隊の学校レベルにおける活動への

協力が要望された。 
 

（２）実施体制について 

ホンジュラス側の実施体制としては、教育省、国立教育大学、INICEからなる国家教員養成研修
審議会が教師教育の政策全般を策定する審議会として今年 7月に設立される予定である。同審議会
の下には算数教育支援ユニットが設置され、教員研修全般を牽引する役割を果たすこととなる。研

修の実施については、新規教員研修を国立教育大学が実施し、現職教員研修を INICEが担当する。 
 

（３）広域協力について 

広域協力の協力内容は、他中米諸国における教師用指導書、児童用作業帳、研修マニュアルの開

発、およびそれらを活用した教員研修の実施であることが確認された。広域協力のコーディネーシ

ョン、技術的サポート、情報交換のネットワーク等の機能を有した事務局の設置について当方より

提案した。これに対し、ホンジュラスより、CECCの下に事務局（General Committee）を設置する
案が出された。これにより、中米諸国のイニシアティブにより、算数教育の広域協力が持続性を持

つようになることとともに、各国における連携ネットワーク構築が期待できる。 
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第３章 調査結果 

教育省、国立教育大学等との協議を経て、6月 17日にミニッツに署名をした。主な協議事項は以下
のとおりである。 
 
（１）協力対象 

ホンジュラス国内への技術協力プロジェクトとしては、新規教員養成に軸足をおくが、現職教員

研修の INICEに対するサポートも継続して行うことで合意した。 
 
（２）青年海外協力隊の役割 

協力隊は学校レベルでの協力を行い、INICEの地方組織が現職教員研修のコーディネーション機
能を持つことで合意した。 

 
（３）新規教員研修への協力に対する先方ニーズに照らした整合性 

EFAや PRSPといった国家計画に、①新規教員養成のリソース（EFA）、②特に農村部の教員研修
の質の向上（PRSP）というコンポーネントが入っているので、新規教員養成はホンジュラスの政
策に合致することを確認した。加えて、以前は師範学校であった INICEや国立大学の基礎教育教

員養成課（Formación Inicial de Docentes：FID）の地方組織が上記国家計画に述べられている教
員研修に対して積極的な役割を担うことが期待されているとの言及があった。 

 
（４）教師教育に対する主要機関の役割 

ホンジュラス側は、教師教育に対する 3つの主要機関として、国立教育大学、INICE、そして教
育省をあげ、それぞれの役割を下記のように説明した。①国立教育大学は、新規教員養成に責任を

持つ、②INICEは現職教員研修を実施する、③教育省は政策を定める機関として存在し、政府の代
表として機能する。そして、3つの機関が存在することによって、教師教育に対して必要な機能を
備え、政策を作り上げていることの説明があった。 

 
（５）国家教師教育審議会の役割 

ホンジュラス側より、上記審議会は教師教育に関する全体的な政策を決定する機関となる（教育

大臣が代表）予定であること、審議会メンバーは国立教育大学、教育省、そして INICEから出る予
定であることの説明があった。さらに、PROMETAM フェーズⅡが始まる 2006 年には審議会が機
能できるよう、2005 年の７月までに法的措置を完了するとの表明があった。それに対し、日本側
は法的措置が終わったあとの審議会に関する政策文書を提供してもらうことを要請し、ホンジュラ

ス側はこれを了承した。 
 
（６）中米広域協力 

エルサルバドル、ニカラグア、ドミニカ共和国に対する地域協力の主なコンポーネントは、教師

用指導書・児童用作業帳・教員トレーニングマニュアルの作成と教員研修とすることで合意を得た。

ただし現在のところ、上記の国々では協力対象が新規教員養成なのか現職教員研修なのか定まって

いないため、日本側は今回の調査で各国の意向を確認する必要があると表明した。 
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（７）広域協力事務局の設立 

日本側は広域協力を行ううえで、協力対象国の間での調整、技術的支援、情報共有を含むネット

ワーク構築のために、事務局の設置の必要性を提案した。ホンジュラス側は、その見解に同意を示

し、ミニッツの ANNEX1 に集約される案が提示された。ホンジュラスのこれまでの類似経験に基
づき、事務局は CECC の下の委員会という形をとり、メンバーは、各国の教育省代表者で、TOR
（詳細については第 2次事前調査で協議のうえ、設定される）を満たし、正式に教育大臣の任命を
うけたものになることで合意した。広域協力の持続可能性の観点から、本委員会の設置は、フェー

ズⅡプロジェクト実施には必要なものであることに両者は合意し、ホンジュラス側はそのプロセス

に必要な措置をとることを約束した。 
 
（８）PROMETAM教材の著作権 

日本側は、広域協力に不可欠な PROMETAM教材の著作権について、教育省、国立教育大学、JICA
の三者でミニッツを早期に結ぶことを要請し、ホンジュラス側はこれを了承した。 

 
（９）ホンジュラスカウンターパートの配置 

ホンジュラス側は、カウンターパート2名を INICEに中央レベルの現職教員研修のために配置し、
カウンターパート１名を新規教員養成のために国立教育大学に配置する計画を説明した。 

 
（10）7年生から 9年生 

ホンジュラス側は、国立教育大学基礎教員養成課程は 1年生から 9年生の教員養成過程である。
全員が 1年生～6年生まで必須とされており、数学を専攻する学生は 7年生から 9年生の数学教育
課程も必須とされているので、7年生から 9年生に対しても 1年生から 6年生同様の協力を依頼し
た。日本側は、ホンジュラスカウンターパートが PROMETAMフェーズⅠにおいて能力を向上させ
独自で 7年生から 9年生の教材を作り始めたことに対して高く評価した。引き続きホンジュラスカ
ウンターパートのイニシアティブで教材開発を進め、日本人専門家は必要に応じ技術的アドバイス

を行うことを提案した。ホンジュラス側はこの提案に同意した。 
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第４章 プロジェクト実施に向けての留意点  

 
（１）著作権について 

PROMETAMで開発した教材の著作権については、ホンジュラス国内において登録の必要性があ
るとのことであるが、広域協力対象国において緊急に教材開発を行いたい意向がある。そのため、

PROMETAM広域協力において、PROMETAM教材を使用する旨のミニッツを教育省、国立教育大
学、JICAの 3者で早急に署名をする必要がある。 

 
（２）国家教師教育審議会 

国家教師教育審議会の構想は教育省と国立教育大学との間で検討を続けられてきており、本プロ

ジェクトにも深く関係するものである。しかしながら、特に現職教員研修部分については、いまだ

具体化の途上にあることが懸念される。さらに、ホンジュラスにおいては 2005年 11月後半に総選
挙が予定されており、それに伴い大統領選後の新政権が機能するようになるには、2006 年 3 月ご
ろまでかかるものと予測される。今回の調査において、2005 年の７月までに同審議会の法的措置
を完了する旨を教育次官が表明したが、今後引き続きその進捗を注視する必要がある。 

 
（３）今後のスケジュール 

上記のとおり政権交代の影響を考慮すると、第 2次事前評価を 11月後半の総選挙までに実施す
る必要がある。こうした状況を踏まえ、プロジェクト実施までのスケジュールは、現行 PROMETAM
の終了時評価を 9月中旬～10月上旬に、PROMETAMフェーズⅡの第 2次事前評価を 10月下旬～
11月上旬に実施し、R/D署名は新政権発足後の 2006年 3月プロジェクト開始は 2006年 4月 1日の
予定で双方合意した。 
なお、教育省エリア次官は総選挙後に退任するが、PROMETAMフェーズⅡの計画および第１次、
第 2次事前評価調査で JICAと合意した内容については、新政権に引き継ぐ旨確約した。 
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